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1 .  空港の特徴等  

1 . 1  地理的特性等  

岡南飛行場は、岡山県岡山市中心部から南に 10km の児島湖に面する位置に立地し、

飛行場周辺は一級河川旭川と二級河川笹ヶ瀬川に囲まれた河口域の沖積平野部にあり、

南側は湖面、北側は遊水池となっており、標高 0ｍである。  

気象・海象状況については、年平均気温 15.8℃、年間降水量 1143.1mm、年間日照

時間は 2033.7 時間と瀬戸内海式気候特有の降水量が少ない温暖な気候である※ 1。 

飛行場周辺の土地利用は、南面は湖面であり、その他の３方面は市街化調整区域内に

あり、北と東側には遊水池及びゴルフ場が、西側には耕作地の中に農家住宅が点在する。

また、北西側のゴルフ場越しには、住宅地が広がっている。  
※ 1： 1 9 9 1 年～ 2 0 2 0 年の平年値による（気象庁）  

 

1 .2  空港の利用状況  

把握可能な最新年度である令和 4（2022）年度における飛行場の利用状況を示す。  

岡南飛行場は、小型航空機の基地として、訓練をはじめ、不定期航空輸送（貸切輸

送・遊覧飛行）、撮影・宣伝等の航空機使用事業などに利用されており、昭和 63 年

（1988）年度から岡山県警察航空隊、平成 9（ 1997）年度から岡山市消防航空隊が基

地として使用している。着陸回数は 9,862 回であった。 

岡南飛行場へのアクセスは、岡山駅方面からのバス路線があり、岡南飛行場前での乗

降客数は約 8.7 千人となっている。また、岡南飛行場には 130 人の飛行場関係事業者

が従事しており、通勤手段は、自動車・バイク利用 116 人、バス利用 5 人、自転車 9 人

となっている。 

なお、新型コロナウイルスの影響を考慮して、後述の 2.2 温室効果ガス排出量の算出

においては令和元（ 2019）年度を現状とみなしていることから、これに対応する令和

元（2019）年度における飛行場の利用状況を参考に示す。令和元（ 2019）年度におけ

る着陸回数は 6,541 回である。 
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1 .3  空港施設等の状況  

岡南飛行場は、表 1.1 のとおり、59.8 ha の敷地に 1,200m×30m 滑走路をはじめと

する様々な施設を有している。  

なお、現在、滑走路等の老朽化対策を実施しているところである。  

 

表  1 . 1  主な空港施設の概要  

空港敷地面積  5 9 . 8 h a  

滑走路  長さ 1 , 2 0 0 m×幅 3 0 m  

誘導路  7 2 0 . 2 3 m  

エプロン  7 4 , 2 2 3 m 2  

西エプロン  

中央エプロン  

東エプロン  

ホバリングエプロン  

コンパスセッティングエプロン  

6 5 スポット（固定翼 4 5 スポット、回転翼 2 0 スポット）  

管理棟  ＲＣ造一部Ｓ造 5 階建   

その他施設  ・無線施設：ＶＨＦ対空通信施設  

・気象観測施設（気象観測施設、風向塔 2 基）  

・給油施設（レフューラー方式）  

・消火救難施設（化学消防車  1 台  

        防火水槽  4 0ｍ 3× 4 か所）  

・照明施設（航空灯火施設）  

・格納庫・事務所（ 1 4 棟）  

 

 

1 .4  関連する地域計画での位置付け  

岡山県が策定した「岡山県地域防災計画（令和 6 年 2 月）」において、岡南飛行場

は災害対応に当たるヘリコプターの活動拠点と位置付けられている。  

地球温暖化対策については、岡山県は「岡山県地球温暖化対策実行計画（ 2023（令

和 5）年 3 月改定）」において、温室効果ガス排出量を 2030 年度に 2013 年度比

39.3％削減、 2050 年カーボンニュートラルを目標として掲げている。また、岡山市は

「岡山市地球温暖化対策実行計画（改訂版） 2021 年 6 月」において、温室効果ガス排

出量を 2030 年度に 2013 年度比 46.0％削減、2050 年度に実質排出量ゼロを目標とし

て掲げている。  
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2 .  基本的な事項  

2 . 1  空港脱炭素化推進に向けた方針  

飛行場管理者の岡山県をはじめとする岡南飛行場関係事業者が一体となって、照明や

航空灯火の LED 化等の省エネ、空港車両の EV 化等の温室効果ガスの排出削減施策を進

めるとともに、太陽光発電等の再生可能エネルギーを導入することなどにより、岡南飛

行場の脱炭素化を推進する。  

 

 

2 .2  温室効果ガスの排出量算出  

平成 25（2013）年度及び現状における飛行場施設及び空港車両からの温室効果ガス

排出量について、各施設等の所有者へヒアリングを行い把握した。なお、新型コロナウ

イルスによる影響を考慮して最新の情報が得られる時点として、令和元（ 2019）年度

を現状とした。 

また、飛行場用地内は植生管理されており、メタン、一酸化窒素及びフロン等の排出

量は少ないと考えられるため、本計画における温室効果ガスは CO2 のみを対象とする。  

なお、岡南飛行場の脱炭素化を推進するため、航空機及び空港アクセスに係る取組も

実施することから、航空機及び空港アクセスからの温室効果ガス排出量についても参考

に算出した。 

 

 

 

表  2 . 1  空港施設及び空港車両等からの温室効果ガス排出量  

区分  
温室効果ガス排出量  

2 0 1 3 年度  現状 ( 2 0 1 9 年度 )  

空港施設  4 6 2 トン  3 7 9 トン  

空港車両  2 0 トン  2 6 トン  

計  4 8 2 トン  4 0 4 トン  

航空機（参考）  8 トン  1 1 トン  

空港アクセス（参考）  1 5 5 トン  1 5 5 トン  

※数値は端数処理の関係上、合計が合わないことや別表で示す数値と差異が

生じることがある。  
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表  2 . 2  空港施設及び空港車両等からの温室効果ガス排出量（事業者別）  

区分  事業者  
C O 2 排出量  

( 2 0 1 3 年度 )  

C O 2 排出量  

( 2 0 1 9 年度 )  

空港施設  照 明 、 空 調

等  

岡南飛行場管理事務所  1 6 2 トン  1 3 2 トン  

岡山市消防局警防部警防課航空隊  3 2 トン  2 8 トン  

（株）ジャプコン・岡山航空（株）  1 1 4 トン  9 3 トン  

（株）瀬戸内航空写真  9 トン  7 トン  

岡山電気軌道（株）  1 トン未満  1 トン未満  

岡山県警察本部航空隊  3 5 トン  2 8 トン  

四国航空（株）岡山支社  1 9 トン  1 5 トン  

匠航空（株）  2 6 トン  2 1 トン  

航空灯火  岡南飛行場管理事務所  6 5 トン  5 3 トン  

計  4 6 2 トン  3 7 9 トン  

空港車両  G S E 、 移 動

車等  

岡南飛行場管理事務所  5 トン  5 トン  

岡山市消防局警防部警防課航空隊  2 トン  2 トン  

（一社）岡山県総合協力事業団  

岡南飛行場支部  
2 トン  3 トン  

岡山空港ターミナル（株）  4 トン  5 トン  

（株）ジャプコン・岡山航空（株）  2 トン  3 トン  

（株）瀬戸内航空写真  0 トン  2 トン  

岡山県警察本部航空隊  1 トン  1 トン  

四国航空（株）岡山支社  2 トン  2 トン  

匠航空（株）  3 トン  3 トン  

計  2 0 トン  2 6 トン  

航空機  駐機中  航空機を有する事業者  8 トン  1 1 トン  

空 港 ア ク

セス  

従業員  従業員（自動車）  1 5 4 トン  1 5 4 トン  

従業員（バス）  1 トン未満  1 トン未満  

計  1 5 5 トン  1 5 5 トン  

※数値は端数処理の関係上、合計が合わないことや別表で示す数値と差異が生じることがある。  
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2 .3  目標及び目標年次  

本計画における目標及び目標年次は以下のとおり。  

なお、今後、岡南飛行場における整備の計画、1.4 に示した岡山県地球温暖化対策実

行計画等の関連計画の見直し並びに各取組に係る状況の変化及び技術の進展等を踏まえ、

必要に応じて目標を見直す。 

 

 

（1）令和 12（2030）年度における目標  

令和 12（2030）年度までの岡南飛行場の脱炭素化に向けて、空港施設・空港車両の

CO2 排出削減策として、庁舎や格納庫等建築物の省エネルギー化、航空灯火の LED 化、

空港車両の EV 化及び充電設備の整備に取り組むとともに、再エネ等の導入促進として、

太陽光発電の活用に取り組む。  

これにより、令和 12（2030）年度までに岡南飛行場における空港施設・空港車両か

らの温室効果ガス排出量を平成 25（2013）年度から 222 トン/年（平成 25（2013）年

度比▲ 46％）を削減することを目標とする。現状（令和元（ 2019）年度）比としては

144 トン/年（令和元（2019）年度比▲36％）削減することになる。  

なお、以上の試算において、令和 12（2030）年度の着陸回数は、令和元（ 2019）年

度と同等と仮定している。  

 

表  2 . 3  令和 12（2030 ）年度までの温室効果ガス削減量  

 2 0 1 3 年度からの削減量  現状（ 2 0 1 9 年度）からの削減量  

温室効果ガス削減量  2 0 1 3 年度比  温室効果ガス削減量  2 0 1 9 年度比  

空港施設・空港車両等

の C O 2 排出削減  
1 4 8 トン /年  3 1％  7 1 トン /年  1 7％  

再生可能エネルギーの

導入促進  

<再エネ発電容量 >  

7 4 トン /年  

< 8 3 k W >  
1 5％  7 4 トン /年  1 8％  

合計  2 2 2 トン /年  4 6％  1 4 4 トン /年  3 6％  

※平成 2 5（ 2 0 1 3）年度比及び現状比は、いずれも空港施設・空港車両からの温室効果ガス排出量に対する

比率  

※本数値は計画策定時点の数値であり、今後、社会情勢及び取組状況に応じた計画の見直し等があった場合

には数値を見直す。  

※数値は端数処理の関係上、合計が合わないことや別表で示す数値と差異が生じることがある。  
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（2）令和 32（2050）年度における目標  

令和 32（2050）年度までの岡南飛行場の脱炭素化に向けて、引き続き、空港施設・

空港車両の CO2 排出削減策として、庁舎や格納庫等建築物の省エネルギー化、空港車両

の EV 化及び充電設備の整備に取り組むとともに、太陽光発電の更なる活用に取り組む。  

また、開発状況を踏まえつつ、次世代型太陽電池や高出力の空港車両の EV 化等の新

たな技術の活用を促進する。  

これにより、令和 3 2（2050）年度までに岡南飛行場における空港施設・空港車両か

らの温室効果ガス排出量を平成 25（2013）年度から 482 トン/年（平成 25（2013）年

度比▲100％）を削減することを目標とする。現状（令和元（ 2019）年度）比としては

404 トン/年（令和元（2019）年度比▲100％）削減することになる。  

なお、以上の試算において、令和 32（2050）年度の着陸回数は、令和元（ 2019）年

度と同等と仮定している。  

 

表  2 . 4  令和 32（2050 ）年度までの温室効果ガス削減量  

 2 0 1 3 年度からの削減量  現状（ 2 0 1 9 年度）からの削減量  

温室効果ガス削減量  2 0 1 3 年度比  温室効果ガス削減量  2 0 1 9 年度比  

空 港 施 設 ・ 空 港 車 両

等の C O 2 排出削減  

1 5 2 トン /年  

（ 4 トン /年）  
3 2％  7 4 トン /年  1 8％  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー

の導入促進  

<再エネ発電容量 >  

3 3 0 トン /年  

< 3 7 3 k W >  

（ 2 5 6 トン /年）  

6 8％  3 3 0 トン /年  8 2％  

合計  4 8 2 トン /年  1 0 0％  4 0 4 トン /年  1 0 0％  

※（）内の数値は令和 1 2（ 2 0 3 0）年度からの増分を示す。  

※平成 2 5（ 2 0 1 3）年度比及び現状比は、いずれも空港施設・空港車両からの温室効果ガス排出量に対する

比率  

※本数値は計画策定時点の数値であり、今後、社会情勢及び取組状況に応じた計画の見直し等があった場合

には数値を見直す。  

※数値は端数処理の関係上、合計が合わないことや別表で示す数値と差異が生じることがある。  

 

 

図  2 . 1  岡南飛行場における目標設定のイメージ  

 

482t
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222t以上の削減
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2 .4  空港脱炭素化を推進する区域  

岡南飛行場の航空写真に、令和 12（ 2030）年度及び令和 32（2050）年度における

目標を達成するために行う取組の想定実施場所を示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  2 . 2  令和 12（2030 ）年度における目標を達成するために行う取組の想定実施場所  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  2 . 3  令和 32（2050 ）年度における目標を達成するために行う取組の想定実施場所  

 

 

 

 

太陽光パネルの設置  

太陽光パネルの設置  

空港施設の L E D 化  

空港車両の E V 化  

充電施設の整備  

空港車両の E V 化  

充電施設の整備  

航空灯火の L E D 化  

A P U 使用削減、 G P U 整備  

 

A P U 使用削減、 G P U 整備  
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2 .5  検討・実施体制及び進捗管理の方法  

本計画は、空港法第 26 条第１項の規定に基づき組織した岡南飛行場脱炭素化推進

協議会（令和 5 年 9 月 22 日設置）の意見を踏まえ、飛行場の管理者である岡山県が

策定したものである。 
今後、同協議会を定期的（年 1 回程度）に開催し、本計画の推進を図るとともに、

本計画の進捗状況を確認するものとする。また、評価結果や、政府の温室効果ガス削

減目標、脱炭素化に資する技術の進展等を踏まえ、適時適切に本計画の見直しを行

う。 

 

 

表  2 . 5  各取組の実施体制  

実施体制  

（空港関係事業者等）  

空港施設

の C O 2 排

出量削減  

空港車両

の C O 2 排

出量削減  

再生可能

エネルギ

ーの導入

促進  

航 空 機 か

ら の C O 2

排 出 量 削

減  

空港アク

セスの

C O 2 排出

量削減  

岡南飛行場管理事務所  〇  〇  〇   〇  

岡山市消防局警防部警防

課航空隊  
〇  〇   〇  〇  

（一社）岡山県総合協力

事業団岡南飛行場支部  
 〇    〇  

岡山空港ターミナル

（株）  
 〇    〇  

（株）ジャプコン・岡山

航空（株）  
〇  〇   〇  〇  

（株）瀬戸内航空写真  〇  〇    〇  

岡山電気軌道（株）  〇     〇  

岡山県警察本部航空隊  〇  〇   〇  〇  

四国航空（株）岡山支社  〇  〇   〇  〇  

匠航空（株）  〇  〇   〇  〇  

（株）セノン岡山支社      〇  

中国電力（株）       

出光興産（株）       
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表  2 . 6  岡南飛行場脱炭素化推進のための協議会の構成員・オブザーバー  

空港関係事業者  （株）ジャプコン・岡山航空（株）  

（株）瀬戸内航空写真  

四国航空（株）岡山支社  

匠航空（株）  

関係事業者  （一社）岡山県総合協力事業団岡南飛行場支部  

岡山空港ターミナル（株）  

岡山電気軌道（株）  

（株）セノン岡山支社  

中国電力（株）  

出光興産（株）  

行政機関  岡南飛行場管理事務所  

岡山市消防局警防部警防課航空隊  

岡山県警察本部航空隊  

岡山県航空企画推進課  

 

 

2 .6  航空の安全の確保  

本計画では、再生可能エネルギー等の導入に際し、以下の安全対策を実施する方針

である。  

 

表 2. 7 岡南飛行場脱炭素化推進における安全対策  

取  組  安全確保の方針  

太陽光発電  太陽光パネルの反射の影響について、実施計画段階において、関

係者との協議や必要な検証行い、導入を進める。  

 その他、太陽光発電設備の安全性や保安対策等について関連法令

を遵守するとともに、空港脱炭素化のための事業推進マニュアル

を踏まえ対策を検討する。  
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3 .  取組内容、実施時期及び実施主体  

2.3 に掲げた令和 12（2030）年度及び令和 32（2050）年度における目標を達成する

ために実施する取組の概要は、表 3.1 に示すとおりであり、 3.1 以降に取組の詳細を

示す。 

なお、これらの取組内容は、各取組に係る状況変化及び技術の進展等を踏まえ、必要

に応じて取り組み内容の詳細化や見直しを行う。  

 

表 3.1 取組の実施による温室効果ガス削減量  

取組  取組内容  
温室効果ガス削減量  

2 0 3 0 年度  2 0 5 0 年度  

空港施設に係る取組  
空港建築施設の省エネ化  1 0 2 トン  1 0 2 トン  

航空灯火の L E D 化等  4 7 トン  4 7 トン  

空港車両に係る取組  空港車両の E V 化等  ▲ 2 トン  2 トン  

空港施設・空港車両に係る取組  計  1 4 8 トン  1 5 2 トン  

航空機に係る取組  駐機中  －  －  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の

導入促進に係る取組  

太陽光発電の導入  7 4 トン  3 3 0 トン  

蓄電池・水素の活用  －  －  

横断的な取組  
エネルギーマネジメント  －  －  

地域連携・レジリエンス強化  －  －  

その他の取組  

空港アクセスに係る排出削減  －  －  

工事・維持管理での取組  －  －  

意識醸成・啓発活動等  －  －  

計  2 2 2 トン  4 8 2 トン  

※温室効果削減量は平成 2 5 ( 2 0 1 3 )年度からの差分として示した。  

※航空機からの C O 2 排出削減量は S A F の導入により、更なる削減が見込まれるものの、現時点では不確

実性が高いため削減効果を見込んでいない。  

※” -“の記載箇所は計画段階であり、温室効果ガスが削減量が未定であることを示す。  

※数値は端数処理の関係上、合計が合わないことや別表で示す数値と差異が生じることがある。  
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3 .1  空港施設に係る取組  

（1）空港建築施設の省エネ化  

（現状）  

岡南飛行場においては、管理棟、電源局舎、消防庁舎、駐車場等の行政が所有する施

設と小型航空機等の格納庫及び事務所棟等の主に事業者が所有する施設がある。  

平成 25（2013）年度及び現状（令和元（ 2019）年度）における空港建築施設からの

温室効果ガス排出量は、それぞれ 397 トン/年及び 325 トン/年である。  

 

（令和 12（2030）年度までの取組） 

管理棟・電源局舎及び主要な事業所・格納庫では、照明設備の LED 化を促進し、令

和 12（2030）年までに LED 化導入率 100％を目指す。また、空調設備等の更新を行

う際には、高効率設備の導入による省エネ化を検討する。 

これにより、令和 12（2030）年度までに、平成 25(2013)年度の温室効果ガス排出

量 397 トン/年を 102 トン/年（▲26％）削減する。また、現状として令和元 (2019)

年度の温室効果ガス排出量 325 トン/年を 31 トン/年（▲9％）削減する。  

 

（令和 32（2050）年度までの取組） 

引き続き、空調設備等の更新を行う際には、高効率設備の導入による省エネ化を検

討する。  

 

 

表  3 . 2 各施設における省エネ化の実施主体及び実施時期等  

対象施設  取組内容  実施主体  実施時期  
温室効果ガス削減量  

2 0 3 0 年度  2 0 5 0 年度  

事業所・格納

庫等  

照明 L E D 化  航空会社等  

～ 2 0 3 0  

年度  
4 5 トン  4 5 トン  

管理棟・電源

局舎・消防車

庫等  

照明 L E D 化  岡南飛行場管理事務

所、岡山県警察本部航

空隊、岡山市消防局警

防部警防課航空隊  

～ 2 0 3 0

年度  
5 7 トン  5 7 トン  

計  1 0 2 トン  1 0 2 トン  

※温室効果削減量は平成 2 5 ( 2 0 1 3 )年度からの差分として示した。  

※数値は端数処理の関係上、合計が合わないことや別表で示す数値と差異が生じることがある。  
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（2）航空灯火の LED 化  

（現状）  

航空灯火は、 255 灯全て LED 化されていない。平成 25（2013）年度及び現状（令和

元（2019）年度）における航空灯火からの温室効果ガス排出量は、それぞれ 65 トン/

年及び 53 トン/年である。  

 

（令和 12（2030）年度までの取組） 

LED 灯火の整備を進めることにより、令和 12（2030）年度までに全ての航空灯火を

LED 化する。  

これにより、令和 12（2030）年度までに、平成 25(2013)年度の温室効果ガス排出

量 65 トン/年を 47 トン/年（▲73％）削減する。また、現状として令和元 (2019)年

度の温室効果ガス排出量 53 トン/年を 35 トン/年（▲66％）削減する。  

 

 

表 3.3 航空灯火の LED 化の実施主体及び実施時期等  

対象施設  取組内容  実施主体  実施時期  温室効果ガス削減量  

航空灯火  L E D 化  岡南飛行場管理事務所  ～ 2 0 3 0 年度  4 7 トン  

※温室効果削減量は平成 2 5 ( 2 0 1 3 )年度からの差分として示した。  
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3 .2  空港車両に係る取組  

（1）空港車両の EV 化等  

（現状）  

岡南飛行場においては、合計 37 台の空港車両が稼働しており、令和 5（2023）年 10

月時点において、 EV 化されている車両はなく、また空港車両専用の充電設備も設置さ

れていない。  

平成 25（2013）年度及び現状（令和元（ 2019）年度）における空港車両からの温室

効果ガス排出量は、それぞれ 20 トン/年及び 26 トン/年である。  

 

（令和 12（2030）年度までの取組） 

トーイングトラクターや連絡車、フォークリフト等については車両の更新時期に合

わせて順次 EV 化を行うことを検討する。 

EV に必要な充電設備については、各事業者と連携し、EV 車両の開発動向等を注視

しながら、整備に向けて検討するとともに、空港車両の共有化も検討する。  

これにより、令和 12（2030）年度では、平成 25(2013)年度の温室効果ガス排出量

20 トン/年からは 2 トン/年（+8％）増加するものの、現状として令和元 (2019)年度

の温室効果ガス排出量 26 トン/年を 4 トン/年（▲17％）削減する。  

 

（令和 32（2050）年度までの取組） 

引き続き車両の更新時期に合わせて順次 EV 化を進めるとともに、空港車両の共有

化を検討する。 

充電設備についても、引き続き各事業者と連携し、整備を進めるとともに、太陽光

パネルにより得られる再エネ電源の活用も検討する。  

これにより、令和 32（2050）年度までに、平成 25(2013)年度の温室効果ガス排出

量 20 トン/年を 2 トン（▲11%）削減する。また、現状として令和元(2019)年度の温

室効果ガス排出量 26 トン/年を 8 トン/年（▲32％）削減する。  

 

表  3 . 4 空港車両の EV 化の実施主体及び実施時期等  

対象車種  エネルギー別  現状  2 0 3 0 年度  2 0 5 0 年度  

業務用車両  

ガソリン  

軽油  

E V  

1 6 台  

2 台  

0 台  

9 台  

2 台  

7 台  

2 台  

1 台  

1 5 台  

フォークリフト  ガソリン  3 台  3 台  3 台  

トーイングトラクター  
ガソリン  

E V  

4 台  

0 台  

4 台  

0 台  

3 台  

1 台  

その他  

ガソリン  

軽油  

E V  

5 台  

6 台  

1 台  

5 台  

6 台  

1 台  

4 台  

5 台  

3 台  

計  

ガソリン  

軽油  

E V  

2 8 台  

8 台  

1 台  

2 1 台  

8 台  

8 台  

1 2 台  

6 台  

1 9 台  

※空港車両の E V 化は、今後の技術開発の動向や社会インフラ整備の状況に大きく影響されるため、計画策

定時点において取組可能な台数のみを計上した。なお、技術が確立しつつあるため、取組の意向がある事

業者の業務用車両（普通車）については、 2 0 5 0 年には E V 化がなされると仮定した。  
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表  3 . 5 空港車両の燃料別 CO2 削減量  

対象施設  
取組

内容  
実施時期  

2 0 3 0 年度  2 0 5 0 年度  

削減量  削減効果  削減量  削減効果  

ガソリン車  E V 化  ～ 2 0 5 0 年度  ▲ 1 1 L  ▲ 1 トン未満  1 , 3 0 9 L  3 トン  

軽油車  E V 化  ～ 2 0 5 0 年度  ▲ 5 9 7 L  ▲ 2 トン  ▲ 2 9 5 L  ▲ 1 トン  

計  ―  ▲ 2 トン  ―  2 トン  

※温室効果削減量は平成 2 5 ( 2 0 1 3 )年度からの差分として示した。  

※数値は端数処理の関係上、合計が合わないことや別表で示す数値と差異が生じることがある。  

 

 

3 .3  再生可能エネルギーの導入促進に係る取組  

（1）太陽光発電の導入  

（現状）  

岡南飛行場では、太陽光発電の導入はなされていない。  

平成 25（2013）年度及び現状（令和元（ 2019）年度）における飛行場全体の年間

電力消費量は、552, 969kWh/年及び 555,823kWh/年であり、全量小売電気事業者か

ら買電した電力で賄っている。  

また、岡南飛行場においては、太陽光発電設備の設置可能性がある用地が約 9ha あ

る。 

 

（令和 12（2030）年度までの取組） 

岡南飛行場では、令和 12（2030）年度までに太陽光発電（83kW）の導入を進める。

太陽光発電設備は、飛行場内及び飛行場周辺の設置可能性がある用地（所有者：岡山

県）への設置を検討する。  

これにより、飛行場全体の年間電力消費量 555,823 kWh/年のうち 133,352kWh/年

（再エネ化率 24％）を賄い、令和 12（2030）年度までに温室効果ガス排出量を 74

トン/年（平成 25（2013）年度比及び現状比それぞれ 15％及び 18％）削減する。  

太陽光発電の導入にあたっては、設置可否の詳細な調査、事業主体（ PPA 事業含

む）、事業スキームの検討や新技術の動向調査等を踏まえ、導入に向けて検討を進め

る。 

 

（令和 32（2050）年度までの取組） 

令和 32（2050）年度に向けては、次世代型太陽光発電設備や水素蓄電池設備の開発

動向を踏まえ、令和 32（2050）年度までに更なる電力需要の増加や空港車両の電化状

況に応じて必要となる太陽光発電（ 290kW）の増強を図る。太陽光発電設備は、飛行場

内及び飛行場周辺の設置可能性がある用地（所有者：岡山県）への設置を検討する。  

これ に よ り、 計 373 kW の 太陽 光 発 電を 導入 し 、 飛行 場 全 体 の年 間 電 力消 費 量

555,823kWh/年に対し、597,806kWh/年（再エネ化率 108％）を賄い、令和 32（2050）

年度までに温室効果ガス排出量を 330 トン/年（平成 25（2013）年度比及び現状比そ

れぞれ 68％及び 82％）削減する。  
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表  3 . 6 太陽光発電設備等の導入計画  

導入設備  

（太陽光発電設備）  
実施主体  実施時期  

設置規模  

2 0 3 0 年度  2 0 5 0 年度  

飛行場用地内地上型  

飛行場用地外未利用地型  

飛行場用地内屋上設置型  

実 施 時 期 ま で

に決定  

～ 2 0 5 0 年度  
8 3 k W  

（ 0 . 0 4 h a）  

3 7 3 k W  

（ 0 . 1 7 h a）  

※数値は端数処理の関係上、合計が合わないことや別表で示す数値と差異が生じることがある。  

 

表 3.7 再エネ電力の需要見通し  

対象施設  
2 0 3 0 年度  2 0 5 0 年度  

再エネ電力  再エネ化率  再エネ電力  再エネ化率  

飛行場内施設  1 3 3 , 3 5 2 k W h  2 4％  5 9 7 , 8 0 6 k W h  1 0 8％  

 

 

 
※潜在的に太陽光発電の導入が可能と考えられる箇所を示した図である。  

 

図 3.1 太陽光発電の導入可能性がある用地  

 

 

 

（2）蓄電池・水素の活用  
（現状及び今後の取組） 

岡南飛行場では、エネルギー供給のための蓄電池は現在整備されていない。  

今後、技術開発の動向を踏まえつつ、太陽光発電の導入に合わせて、蓄電池の導入

を検討する。また、水素蓄電は、技術開発や価格動向を踏まえ、導入を研究する。  
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3 .4  航空機に係る取組  

（1）駐機中  

（現状及び今後の取組） 

岡南飛行場においては、小型機の利用が多く、移動式 GPU による給電が行われてい

る。駐機中の CO2 の発生量は、離陸前のアイドリング時によるものであり、平成 25

（2013）年度及び現状（令和元（ 2019）年度）における駐機中の航空機からの温室

効果ガス排出量は、それぞれ 8 トン/年及び 11 トン/年である。  

今後は、航空機の運用に支障の無い範囲で、 APU の使用時間を削減する。また、こ

れに必要な GPU の整備も検討する。 

 

 

3 .5  横断的な取組  

（1）エネルギーマネジメント  

（現状及び今後の取組） 

施設等の更新に合わせてエネルギーデータの収集管理、情報共有分析の手法や、太

陽光発電・蓄電池・EV との連携についても検討する。 

 

  

（2）地域連携・レジリエンス強化  

（現状及び今後の取組） 

岡南飛行場は、岡山県が策定した「岡山県地域防災計画（令和 6 年 2 月）」におい

て、災害対応に当たるヘリコプターの活動拠点と位置付けられている。  

引き続き、災害対応にあたるヘリコプターの活動拠点としての機能を維持しつつ、更

なる地域連携及びレジリエンス強化策について、蓄電池や空港車両の EV 化に合わせ

て、その活用の可能性を検討する。  

 

 

3 .6  その他の取組  

（1）空港アクセスに係る排出削減  

（現状及び今後の取組） 

岡南飛行場では、 130 人の従業員が飛行場内で働いており、そのアクセス分担率は、

自動車・バイク 89％、バス 4％、自転車 6％となっている。また、岡南飛行場の駐車場

は 44 台が駐車可能である。  

平成 25（2013）年度及び現状（令和元（ 2019）年度）における空港アクセスからの

温室効果ガス排出量は、それぞれ 155 トン/年及び 155 トン/年である。  

車両の EV 化の状況等を踏まえ、充電設備の設置など、飛行場の従業員や飛行場利用

者が EV 車を利用しやすい環境の整備を検討する。  
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（2）吸収源対策  

（現状及び今後の取組） 

 飛行場用地内にある植生を維持することにより、吸収源の維持に努める。  

 

 

（3）工事・維持管理での取組  

（現状及び今後の取組） 

工事・維持管理からの温室効果ガスの排出削減の実現に向けて、排出ガス対策型建設

機械等の使用を徹底するとともに、低炭素化工法（ ICT の活用による省人化・高度化・

効率化、重機台数の低減等）の活用を検討する。  

 

 

（4）意識醸成・啓発活動等  
（現状及び今後の取組） 

飛行場関係事業者が脱炭素化の意義や目的を共有し、一丸となって脱炭素化の取組を

推進する。  

飛行場関係事業者に対する意識醸成の取組として、岡南飛行場脱炭素化推進協議会を

定期的に開催し、取組成果の確認や課題等を共有し、意識の啓発を図る。また、飛行場

利用者に対し、空港脱炭素化を推進するポスターや具体的な取組事例の掲示など、空港

脱炭素化の啓発活動を行う。  

 

 

 

 

 

 

 



 

  

1
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3 .7  ロードマップ  

  3.1 から 3.6 に記載した取組毎に、実施主体及び実施時期をロードマップとして示す。  

 

 

表 3.7（1） 岡南飛行場の脱炭素化に係るロードマップ  

取組内容  項目  2 0 2 3 年度  2 0 2 4 年度  2 0 2 5 年度  ～ 2 0 3 0 年度  ～ 2 0 5 0 年度  

空港施設  事業所・格納庫等       

 

 管 理 棟 ・ 電 源 局 舎 ・ 消 防

車庫等  

     

 

 航空灯火 L E D 化  

 

     

 

空港車両  空港車両の E V 化  

 

 

     

 

 

再エネ  太陽光発電  

 

     

 

 

 蓄電池  

 

     

 

 

 水素  

 

     

 

 

航空機  G P U 導入  

 

     

 

 

※ F S 調査：導入可能性調査  

 

 

 

   

順次 L E D 化  

順次 L E D 化  

順次 L E D 化  

 充電設備等の整備  

導入計画検討・ F S 調査  順次太陽光パネルを導入  

導入計画検討・ F S 調査  

導入計画検討・ F S 調査  

利用の推進  

車両更新に伴い対象車両については順次 E V 化  

必要設備の検討・ F S 調査  
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表  3 .（2）  岡南飛行場の脱炭素化に係るロードマップ  

取組内容  項目  2 0 2 3 年度  2 0 2 4 年度  2 0 2 5 年度  ～ 2 0 3 0 年度  ～ 2 0 5 0 年度  

横断取組  エネルギーマネジメント  

 

 

 

 

    

 

 地域連携・レジリエンス強化  

 

 

 

 

    

 

その他  空港アクセス  

 

 

 

 

    

 

 吸収源対策  

 

 

 

 

    

 

 工事・維持管理  

 

 

 

 

    

 

 意識醸成・啓発活動  

 

 

 

 

    

 

※ F S 調査：導入可能性調査  

 

導入計画検討・ F S 調査  

災害時における蓄電池・空港車両の活用可能性検討  

導入計画検討・ F S 調査  

植生の維持  

排出ガス対策型建設機械の使用  

協議会の定期的な開催や利用者への啓発活動  

低炭素工法の活用の検討  
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（別紙１）  

表-  1  空港施設及び空港車両等からの温室効果ガス排出量（事業者別）の算出方法  

＜温室効果ガス排出量の算出方法＞  

①  空港施設  

燃料の燃焼については施設で使用される燃料使用量（証跡）に排出係数（単位燃料当たりの C O 2

排出量）を乗じて求めた。  

 

C O 2  排出量（ t C O 2）＝（燃料の種類ごとに）燃料使用量 [ k g ,  k l ,  千 N m 3 ]  

×排出係数 [ t C O 2 / k g ,  t C O 2 / k l ,  t C O 2 / N m 3 ]  

 

使用電力については施設で使用される電力（証跡）について各年度の排出係数 を乗じて算定し

た。  

 

C O 2 排出量（ t C O 2）＝  電力使用量  [ k W h ]  × 排出係数 [ t - C O 2 / k W h ]  

 

 

②  空港車両  

車両に関するアンケートで車種・燃料種別の保有台数聞き取った。アンケートから得た車種ごと

の燃料使用量に排出係数、保有台数を乗じて算定した。また、アンケート結果をもとに 2 0 3 0 年度、

2 0 5 0 年度の E V 化率を設定し、排出量を算定した。  

 

C O 2 排出量（ t C O 2）＝  車種ごとの燃料使用量  [ k l / (年・台 )  × 排出係数 [ t - C O 2 / k l ]  

×保有台数 [台 ]   

 

 

③  航空機  

・地上走行中の排出量  

運航情報を基に機材別に地上走行時間を算定し、地上走行のエンジン型式毎の排出係数等を乗じ

て算定した。  

 

C O 2 排出量（ t C O 2）＝  1 機ごとの地上走行時間  [ m i n ]×6 0 [ s e c / m i n ]  

×地上走行時燃費 [ k g - f u e l / ( s e c ) ]  

×排出係数 [ t - C O 2 / k g ]  

 

・駐機中（ A P U 使用）の排出量  

運航情報及び G P U の使用実績を基に A P U 使用時間を算定し A P U の排出係数を乗じて算定した。  

 

C O 2 排出量（ t C O 2）＝  A P U 使用時間[m i n ]  × A P U 型式別排出係数 [ t - C O 2 /  m i n ]  
 

 

④  空港アクセス  

・従業員の地上移動による排出量  

従業員調査による居住地別従業員数、居住地別の想定出発地からの距離、想定年間労働日数及び

交通機関別構成比、また交通機関別排出係数を基に算定した。  

 

C O 2 排出量（ t C O 2）＝ (居住地別従業員数 [人 ]  × 年間労働日数 [日数 ]  

×交通機関別距離[km ]×2[往復 ]  × 交通機関構成比  

×交通機関別排出係数 [ t - C O 2 / k m ]   
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表-  2  各施設における省エネ化の実施主体及び実施時期等  

＜温室効果ガス削減量の算出方法＞  

 

飛行場関係事業者へ照明器具の L E D 化について現地調査を行い、それらの更新計画及び L E D 化に

伴う電力消費の想定削減量より、 2 0 3 0 年度の C O 2 排出量を算定し、 2 0 1 3 年度比による削減量を求

めた。  

 

C O 2 削減量（ t C O 2）＝  (現照明消費電力 [ k w ]  - L E D 照明消費電力 [ k w ] )  

×使用時間[h]×LE D 交換数×排出係数 [ t - C O 2 / k W h ]  

 

 

 

表-  3  航空灯火の LED 化の実施主体及び実施時期等  

＜温室効果ガス削減量の算出方法＞  

 

航空灯火の更新計画及び L E D 化に伴う電力消費の想定削減量より、 2 0 3 0 年度及び 2 0 5 0 年度にお

ける C O 2 排出量を算定し、 2 0 1 3 年度比による削減量を求めた。  

 

C O 2 削減量（ t C O 2）＝  (現灯火消費電力 [ k w ]  - L E D 灯火消費電力 [ k w ] )  

×使用時間  [ h ]  ×LE D 交換数×排出係数 [ t - C O 2 /  k W h ]  
 

 

 

表-  4  充電設備・水素ステーション整備の実施主体及び実施時期等  

＜温室効果ガス削減量の算出方法＞  

 

飛行場関係事業者へ車両の更新計画についてヒアリングを行い、 2 0 3 0 年度及び 2 0 5 0 年度におけ

るエネルギー別車両種別を想定して車種別排出係数を基に C O 2 排出量を算定し、 2 0 1 3 年度比による

削減量を求めた。  

 

C O 2 削減量（ t C O 2）＝  (現車両排出係数 [ k g - C O 2 /台 ]  

‐更新後車両排出係数 [ k g - C O 2 /台 ] )  ×更新台数  

 

なお、更新後の車両が不明の場合は、 E V 化に伴う排出係数の削減率を 5 0％とした。  

 

 

 

表-  5  再エネ電力の需要見通し  

＜太陽光発電設備の発電量及び発電容量、必要となる面積の算出方法＞  

 

2 0 3 0 年度及び 2 0 5 0 年度の目標を達成するのに必要な C O 2 削減量を算定し、これに相当する太陽

光発電設備の発電量を算定した。算定した太陽光発電設備の発電量から太陽光発電設備の設備容量

を算定し、太陽光発電設備の設備容量から太陽光発電設備の導入に必要となる面積を算定した。  

 

太陽光発電量 [ k W h ]＝  C O 2  削減量（ t C O 2） /  0 . 0 0 0 5 5 2 [ t C O 2 / k W h ]  

 

太陽光発電量 [ k W h ]＝  設備容量［ k W］×設備利用率［ %］× 2 4［時間 /日］× 3 6 5［日 /年］  

 

太陽光発電設備に必要となる面積［㎡］＝設備容量［ k W］ / 1 ㎡あたりの設備容量［ W /㎡］  

 

なお、設備利用率は 1 8 . 3％（資源エネルギー庁 /太陽光発電について（ 2 0 2 2 年 1 2 月）参照）と

し、 1 ㎡あたりの設備容量は太陽光発電設備のメーカー調査から把握した平均値とした。  
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表- 6 GPU 利用促進の実施主体及び実施時期等  

＜温室効果ガス削減量の算出方法＞  

 

運航情報及び G P U の使用実績を基に A P U 使用時間を算定し、 A P U の排出係数を乗じて 2 0 1 5  年度

における航空機の駐機中（ A P U 使用）の C O 2 排出量を算定した。次いで、ヒアリングより把握した

A P U の使用削減率を基に、 2 0 3 0 年度及び 2 0 5 0 年度の A P U 使用時間および G P U 使用時間を算定して

C O 2 排出量を求め、 2 0 1 3 年度比にて表示した。 G P U の排出量は、使用電力量に各年度の排出係数を

乗じて算定した。  

 

C O 2 削減量（ t C O 2）＝  2 0 1 3 年度 C O 2 排出量 [ t C O 2 ]  

- 2 0 3 0 年度 ( 2 0 5 0 年度 ) C O 2 排出量 [ t C O 2 ]  

 

 

 

 

表- 7 排出係数  

本計画で用いた排出係数は以下のとおりである。  

 

 
 

 

対象項目 種別 年度 係数 出典

車両 軽油 2013-2050 2.585t-CO2/kl 1）

車両 ガソリン 2013-2050 2.322t-CO2/kl 1）

航空施設 ガス（LPG） 2013-2050 2.999tCO2/kg 1）

航空施設 軽油 2013-2050 2.585t-CO2/kl 1）

航空施設 ガソリン 2013-2050 2.322t-CO2/kl 1）

航空施設 灯油 2013-2050 2.489t-CO2/kl 1）

航空施設 電気/中国電力 2013 0.000717t-CO2/kWh 2）

航空施設 電気/中国電力 2019 0.000585t-CO2/kWh 3）

航空施設 電気/中国電力 2022-2050 0.000552t-CO2/kWh 4）

航空機 軽油 2013-2050 2.585t-CO2/kl 1）

車両移動 軽油 2013-2050 2.585t-CO2/kl 1）

車両移動 ガソリン 2013-2050 2.322t-CO2/kl 1）

車両移動 自家用車、タクシー移動 2013-2019 132g-CO2/人㎞ 5）

出典：

1）環境省/算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧

2）電気事業者別のCO2排出係数　－2013年度実績－（平成26年12月5日公表）※平成27年7月14日一部追加・修正、平成27年8月27日一部修正

3）電気事業者別排出係数(特定排出者の温室効果ガス排出量算定用)－R１年度実績－　R3.1.7環境省・経済産業省公表、R3.7.19一部追加・更新

4）電気事業者別排出係数(特定排出者の温室効果ガス排出量算定用)－R４年度実績－　R5.１2.22 環境省・経済産業省公表

5）国交省/運輸部門における二酸化炭素排出量/輸送量あたりの二酸化炭素の排出量(旅客)
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〈  用  語  集  〉  
 
 本計画に掲載されている用語のうち、わかりにくい用語の解説を記す。  
 
 

あ行  
●運営権者等  

 国管理空港及び地方管理空港等の特定運営事

業に係る公共施設等運営権（民間資金等の活用

による公共施設等の設備等の促進に関する法律

第二条七項に規定する公共施設等運営権 ）を有

する者を運営権者という。なお、特定地方管理空

港の運営等（着陸料等を自らの収入として収受す

るものに限り、これと併せて実施される当該特定地

方管理空港に係る（民間の能力を活用した国管理

空港等の運営等に関する法律）第二条第六項第

二号から第四号までに掲げる事業を含む）の指定

を受けた者を運営者という。  

 

●オフサイト P P A モデル  

 オフサイ ト型は、需要場所から離れた場所に発

電設備を設置し、発電電力を需要場所に供給する

モデル。小売り電気事業者を経由しているため、

複数事業者へ送電可能というメリットがある。  

 

●オンサイト P P A モデル  

需要場所の敷地内に発電設備を設置し、発電

電力を自家消費するモデル。託送料金や再エネ

賦課金などの系統利用コストがかからないメ リ ッ ト

がある。  

 

 

か行  
●カーボン・オフセット  

日常生活や経済活動において避けることができ

ない C O 2 等の温室効果ガスの排出について、ま

ずできるだけ排出量が減るよ う削減努力を行い、

ど うしても排出される温室効果ガスについて排出

量に見合った温室効果ガスの削減活動に投資す

ること等により埋め合わせるという考え方。  

 

 

さ行  
●充電設備  

E V に充電するための設備。  

 

●水素ステーション  

F C V に水素燃料を補給するための供給設備。  

オンサイト方式：水素ステーション内で水素製造を

行うもの  

オフサイト方式：外部で製造された水素を調達す

るもの  

移動式 ：ステーシ ョン設備を架台に搭載し、移動

可能なもの  

定置式：ステーション設備を敷地に固定したもの  

 

た行  
●第 6 次エネルギー基本計画  

エネルギー政策の基本的な方向性を示すため

にエネルギー政策基本法に基づき政府が策定し

た計画。脱炭素化に向けた世界的な潮流、国際的

なエネルギー安全保障における緊張感の高まりや、

2 0 1 8 年の第 5 次エネルギー基本計画策定時から

のエネルギーをめぐる情勢変化、日本のエネルギ

ー需要構造が抱える様々な課題を踏まえ、総合資

源エネルギー調査会において検討を深め、 2 0 2 1

年 1 0 月 2 2 日、閣議決定された。  

 

●地球温暖化対策計画  

地球温暖化対策推進法に基づく政府の統合計

画。前回の計画から 5 年ぶりに改訂し、 2 0 2 1 年

1 0 月 2 2 日、閣議決定された。  

 

●蓄電池  

電気エネルギーを科学エネルギーに変換して貯

蔵し、必要に応じて電気を取り出すことができる装

置。充電によって繰り返し使用することができる。  

 

 

な行  
●燃料電池  

 水素と酸素の電気化学反応により発生した電気

を継続的に取り出すことができる発電装置。  

 

 

は行  
●発電設備  

 太陽光発電設備は「太陽電池アレイ」 「接続箱」

「P C S 」の 3 つの機器を組合わせた発電設備。  

 

●バイオ燃料  

 バイオマスを原料として製造される再生可能な燃

料。  

 

●バイオマス  

 動植物などから生まれた生物資源の総称。ただ

し一般的に化石燃料を除く。  

 

（A～Z ）  
●A P U  

 A u x i l i a r y  P o w e r  U n i t  の略称。駐機中の航空

機の空調装置へ空気圧や電力等の供給やジェット

エンジンを起動するために必要な圧縮空気の供給

のため、航空機に装備される補助動力装置。  

 

●B E M S  

 B u i l d i n g  a n d  E n e r g y  M a n a g e m e n t  S y s t e m

の略称。各種センサーや監視装置、制御装置など



 

 

24 

 

の要素技術で構成されたビル・エネルギー管理シ

ステム。空調や照明などの設備機器によるエネル

ギー使用状況を可視化するものであり、設備機器

の稼働制御までを含めたシステムを指す場合もあ

る。  

 

● E V  

 E l e c t r i c  V e h i c l e  の略称。電気自動車。  

 

● F C V  

 F u e l  C e l l  V e h i c l e の略称。燃料電池自動車。  

 

●G P U  

 G r a n d  P o w e r  U n i t の略称。駐機中の航空機に

電力や空調を供給するための固定式又は移動式

の地上設備。  

 

●G S E  

 G r o u n d  S u p p o r t  E q u i p m e n t の略称。航空機

地上支援車両。  

 

●クレジット  

 省エネルギー機器の導入や森林経営などの取

組による、C O 2 などの温室効果ガスの排出削減量

や吸収量を「 クレジッ ト 」 と して国や認証機関が認

証する制度において、温室効果ガスの削減・吸収

量を方法論に従って、定量化し取引可能な形態に

したもの。本制度より創出されたクレジットは、一般

社団法人日本経済団体連合会が公表している「経

団連カーボンニュートラル行動計画」の目標達成

やカーボン・オフセットなど、様々な用途に活用で

きる。国内では J -クレジット制度等がある。  

 

●P P A  

 P o w e r  P u r c h a s e  A g r e e m e n t  モデルの略称。

発電事業者が発電した電力を特定の需要家に供

給する契約方式。ここでは、事業者が需要家の屋

根や敷地に太陽光発電システムなどを無償で設

置・運用して、発電した電気は設置した事業者か

ら需要家が購入し、その使用料を P P A 事業者に

支払うビジネスモデル等を想定している。需要家

の太陽光発電設備等の設置に要する初期費用が

ゼロとなる場合もあるなど、需要家の費用負担が

短期間に集中することを軽減し、スムーズに導入

を図れる点でメリットがあるが、当該設備費用は電

気使用量により支払うため、設備費用を負担しな

い訳ではないことに留意が必要。  

 P P A は、発電設備と電力の需要場所の位置関

係によって「オフサイト型」と「オンサイト型」に分け

られる。  

 

●S A F  

 S u s t a i n a b l e  A v i a t i o n  F u e l の略称。主に動植

物や廃棄物由来の原料から製造され、使用により、

ライフサイクルを考慮した C O 2 排出量が削減され

るバイオジェッ ト燃料を含む持続可能な航空燃料。  

 

 

 

 


